
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 ２１ 　　
　

　 令和3年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 731,820 16.2%

2 689,390 15.2%

3 546,260 12.1%

4 257,250 5.7%

5 254,500 5.6%

その他 2,051,350 45.3%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成30年度令和元年度 2

351,343 297,386 393,722

100.0% 100.0% 100.0%

33 27 12

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0

0.0% 0.0% 0.0%

全体事業 351,376 297,413 393,733

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

茨城県農業信用基金協会

［法人の概要］

茨城県農業信用基金協会

全体事業に占める割合

事業１

会員たる農業者等が農業近代化資金、農業改良資金の
ほか、農業者等の事業または生活の必要な資金を借り入
れることにより、融資機関に対して負担する債務の保証と
付帯する業務。

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

水戸市梅香一丁目１番４号

会長理事　八木岡　努（非常勤）

ホームページＵＲＬ

農林水産部農業経営課

０２９－２３２－２２８８

ibanoshinki@ib-ja.or.jp

代　　表　　者　　名

　 農業者等の皆様に必要とする資金が円滑化に融通されるよう、これからも健全経営を維持しながら、信頼される
保証機関としてその役割を十分に果たし、農業の近代化および生産性向上と本県農業の発展に貢献してまいりま
す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年２月　会長理事　八木岡　努

出資比率

茨城県

常陸農業協同組合

内　　　　　　　　　　　　容

保証業務

北つくば農業協同組合

促進業務

全体事業に占める割合

事　　　業　　　名

茨城県信用農業協同組合連合会

市町村等

全体割合
指定管理者

https://www.afa-ibaraki.jp/

全体事業に占める割合

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

事業1～3以外

農業経営基盤強化促進法の認定を受けた者に対し当該
認定に係る計画を円滑に達成するのに必要な農業経営
改善促進資金を貸付する融資機関に対する低利融資の
ための原資供給（低利預託基金）の取扱業務であり、事業
費は（独）信用基金への支払利息および融資機関への推
進費用。

昭和37年2月5日

水郷つくば農業協同組合

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

昭和３６年に制定公布された「農業基本法」に基づき「農業近代化資金助成法」が制定され、農業近代化資金の貸付に対する信
用補完を図り、融資の円滑化を図ることを目的に協会が設立された。その後、農業信用保険制度の創立（昭和４１年）、幾度か
の制度の改正・整備により、政策資金、各種資金の保証を行い今日まで信用補完機関としてその役割を果たしている。なお、県
の出資に関しては農業近代化資金の施策の一環（行政支援）として出資を受け（設立当初１６，６５０千円）、その後制度の拡充・
拡大にともない現在に至っている。さらには、平成１４年度から担い手向け制度資金の再構築を行う中で、機関保証の充実を図
ることとして基金協会の財務基盤を強化するため特別準備金が設立された。

4,530,570

年度令和
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公益法人等会計用

[経営状況] 茨城県農業信用基金協会 (単位：千円）　
増減数

67,985
基本財産運用益 12,385
事業収益 55,055
受取補助金等 2,928
その他収益 △ 2,384

経常費用 96,321
事業費 102,950
管理費 △ 6,629

うち役員人件費 △ 1,514
うち職員人件費 △ 5,387

0
△ 28,336
△ 1,570

0
△ 1,570

0
一般正味財産増減額 △ 29,906

△ 6,210
31,348

366,410
278,817
87,594

335,062
167,393

△ 138,420

167,669
156,160
31,348
39,000

補助金 △ 1,356
委託料 0

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 △ 1,356
財政的関与の割合（％） △ 0.4

0
0

合　　　計 0

増減P

△ 15.3
△ 11.6

10.6
△ 14.8
△ 0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 0 1 0 0 1 0 1 0
非常勤理事・監事 13 3 0 12 2 0 13 2 0 1

計 14 3 0 13 2 0 14 2 1 1
管理職 8 0 0 8 0 0 8 0 0 0
一般職 8 0 0 8 0 0 7 0 0 △ 1
嘱託・臨時職員等 1 0 0 0

計 17 0 0 16 0 0 15 0 0 △ 1

千円

千円

県
財
政
関
与
状
況

公益目的事業比率

0 00法人税・住民税・事業税

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

4,621,804

△ 5,590

386,610

386,610

7,250,610

一
般
正
味
財
産

11,872,415

4,149
経常外費用

指定正味財産増減額

9,266

うち長期借入金

1,825,307
216,210

７月１日現在の人数

流動比率

役員

　

職員

16.3

借入金比率

年
当
期

プロパー職
員平均勤続

年数

借入金残高／負債・正味財産合計

5 5 41

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

～20代

平成30年度

4,000

平成30年度

0

0

48.3%
33.9%
30.8%

0

1,302

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

管理費／経常費用

借入金残高（期末）

人件費比率

主要経営指標

歳43.2

平均年齢50代 合計

150

60代

区　　　　　　分

307,238
68,061
12,195

令和元年度

36,938

令和2年度
359,657 427,641

平成30年度

7,349,423

3,030

620

0

30代 40代

算式等

355.9%
5.3%

413.1%
5.1%

流動資産／流動負債　

認定法第15条に定める率

自己収益比率

管理費比率

資産合計

経常外収益

評価損益等

4,624,118

固定負債

0

固定資産
負債合計

正味財産期末残高

2,796,497

11,942,193

3,982,376

流動負債

66,845

7,540,402
4,332,013

流動資産

2,147,656

2,476,462

経常外増減額

0

0

70,530

うち短期借入金

16,000

0

7,250,610

2,354

1,302
0

0

998
0

2,354
0

0

998

0

7,349,423

0

0
0.7% 0.2%

0

0.3%
0

0

令和3年令和2年

0
0

5.3%

40.4%

17.4%
370.6%

55.7%

27.9%
28.8%

令和元年度

40.4%

13,006

求償権の増加
前受収益（前取保証料）増加

40,148

12,089

0

受領保険金増加

3,030

償却引当金等引当金等増加33,908

7,959,817

（独）信用基金からの借入増加

8,238,634
4,069,970

増減理由
保証料および受領保険金等増加

保証料増加

償却引当金等引当金等増加

償却引当金等引当金等増加

前受収益（前取保証料）増加

248,190

（独）信用基金からの借入減少

7,318,075

増減理由

101,308

4,959,181

393,733

43,000

備　考令和2年度

0

404,350

12,308,603 預金および求償権等増加

預金の増加

2,315,049
248,190

2,644,132

当期純利益確保
当期純利益確保

5,490.3

294,853

7,318,075

42,532

234,827
165,535 158,906

償却引当金等引当金等増加

増減数

プロパー職員平均給与（年額）

常勤役員平均報酬(年額)
585.4

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

106,695

62,244

181,737 131,877

105,051

0

66,381

4,149

297,413

経常収益

82,573
1,302

417,757

14,158

46,155
351,376

287,727

169,639
13,603

0

4,600

4,600
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《評価の視点》

平成３１年度からの新
規中期総合３か年計画
を策定するとともに、
新事業年度の計画を策
定した。期中に於いて
は、月次・四半期・半
期毎に計画を検討し計
画達成に向けた対応策
を実施した。

平成１７年４月の個
人情報の保護に関す
る法律に基づき、個
人情報取扱規程等に
よる情報の保護と
ホームページ更新に
よる情報公開に努め
た。さらに、自己評
価実施要領に基づ
き、自己点検を実施
し、適正な内部統制
を図っている。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

［法人の自己評価（経営概況、経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

経営目的、経営方針が各種計画
に反映され、計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

システム化による経
費削減および農業協
同組合からの研修生
受け入れによる人的
対応、ネットローン
導入による事務作業
の軽減、また市場の
低金利の情勢を受
け、有価証券運用委
員会での運用商品の
選定等を行い、効率
性の向上に努めてい
る。

保証業務は、全国機関
への保険・再保証を行
い、リスクの分散を
図っている｡令和２年
度決算では会計基準に
基づき適正に処理を行
い、諸引当金の戻入等
により当期利益金を計
上した。経営対策委員
会を設置し弁済能力比
率を定めた早期是正措
置自主基準（５００
パーセント以上）を制
定し、令和２年度も上
回る結果となり、財務
健全性に努めている。

法人の財務体質が健全である
か、また、各事業の採算性がと
れているか

財務健全性効率性

80%

85%

88%

8

評点

13

18

15

公益法人等会計用

茨城県農業信用基金協会

警　戒　指　標

得点率

65%

90%

75%

合計

17 20

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

財務健全性 17

97

15

78

9

47

満点

20

20

20

計画性

10

評価項目数

9

今後の事業展開の方向

本会を取り巻く諸情勢、農業信用保証保険制度の目的等を踏まえ、引き続き会員の
負託に応えて、農業者等に対する信用補完機関としての機能を十分に発揮し、本県
農業の振興に寄与するとともに、健全な業務運営を堅持するため「保証基盤の充
実」と「経営基盤の強化」及び「信頼性の確保」を基本方針として、債務保証事業
等の推進と目標の達成に努めます。

農業者等のニーズに対
応した保証資金による
保証引受により、農業
者等への生産性の向上
に努めた。また、代位
弁済は延滞者が減少傾
向にある中で、代位弁
済が適当である案件に
ついては迅速にかつ適
正な代位弁済を実施し
た。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

計画性 組織運営健全性 効率性 財務健全性
　当該団体は農業信用
保証保険法に基づき設
立された公的保証機関
であり、融資機関に対
する信用保証事業など
同法の目的にかなった
業務を行っている。

経営基本方針記載の中
期総合計画及びこれに
実績見直しを反映した
年次計画を策定し、明
確な数値目標を設定し
て事業を執行してい
る。

組織規程による権限
の明確化、財務情報
等のホームページへ
の掲載、監査法人に
よる外部監査の実施
などにより、健全な
組織運営に努めてい
る。

ＪＡ顧客の決算デー
タの活用により、保
証申込書類の軽減等
による手続きの簡素
化や、ネットローン
による事務軽減な
ど、効率化を図って
いる。

　当期利益３６百万円
で前年度を下回ってい
るが、当初計画額を８
百万円上回っている。
　また、弁済能力比率
も９９５．７６パーセ
ントと昨年度より若干
低下しているが、目標
値５００パーセントの
２倍近くであり、健全
に運営されている。

目的適合性

R2目標値

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

法人担当課の意見

・当該団体は、設立目的にかなった信用保証事業を、計画性・透明性を確保しながら継続
　して実施している。
・令和２年度は新型コロナウィルス感染症の影響等による経済状況の悪化等により、代位
　弁済の増加、保証残高の増大に伴う保証責任準備金や求償権償却引当金の繰入増加等が
　あり、当期利益は昨年度を下回り、弁済能力比率も若干低下したが、目標値の2倍近く
　を維持しており、健全に運営されていると評価する。

R2実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名 単位 H30実績 R3目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

保証実残高 億円 1,222 1,338 1,374 1,492

R1実績

100.0% 1,519

求償権回収元本
百万
円

167 163 165 115 69.7% 221

15

平均目標達成度 90.4%

500 995.76 100.0%健
全
性

弁済能力比率 ％ 1003.8 500

経常利益
百万
円

70 66 28 36 100.0% 22

1027

総合的所見等
に係る対応

　農業近代化資金をはじめとする農業制度資金について、融資機関と連携しつつ、
積極的な債務保証引受けに取り組み、新規就農者の増加、農業の近代化及び生産性
向上が図られるよう指導していく。
　あわせて、適正な保証審査の実施、代位弁済における期中管理の強化、求償権の
管理回収強化等により、財政基盤の充実と高い弁済能力比率の維持など、引き続
き、健全な事業運営が図られるよう指導していく。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　令和２年度の新規保証については、住宅ローン減税や低金利の継続を背景とした
住宅ローン等の引受伸長により、引受額は３０８億１千４百万円（前期比１６．５
パーセント増）となり、保証残高は令和元年度に続き増加となった。
　農業近代化資金への新規保証件数や保証残高も増加しているが、保証残高に対す
る住宅ローン関連残高が全体の８４パーセント、求償権残高に対する住宅ローン関
連残高が全体の６４パーセントと高い状態にある。ＪＡをはじめとする融資機関と
連携し、新規就農者等に対する保証の引受け等に一層取り組まれ、新規就農者の増
加、農業の近代化及び生産性向上に寄与されたい。
　また、適正な保証審査の実施や代位弁済における期中管理の強化、求償権の管理
回収の強化により、財務基盤の充実に取り組むとともに、高い弁済能力比率（令和
２年度末９９５．８パーセント）の維持など、引き続き健全な事業運営にあたられ
たい。

区分

100.0% 108

職員１人当たりの求償権
回収元本

百万
円

10 11

89 98 107効
率
性

職員１人当たりの債務保
証実残高

億円

11 8 72.7%

76

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要
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